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抄録
目的：新型コロナウイルス感染症(COVID-19)流行下，保健所は健康危機管理の拠点として多岐に渡
る業務を行ってきた．その組織の指揮命令系統のトップとしての役割を保健所長は果たしたと考えら
れる．本研究の目的は，保健所長が対応した業務，その際にリーダーシップを発揮できたかどうか，
業務の他職種・機関等への委譲/委託/役割分担（以下，委譲等）の状況を明らかにすることである．
方法： 2022 年 9-11 月に全国の保健所（468 箇所）の保健所長を対象に質問紙調査を行った．調査項
目のうち，保健所長及び所属の保健所の属性，COVID-19 対応業務（医師業務・医学的調整業務・事
務等その他の調整業務（以下，調整業務）・管理業務の大項目4個から成る計35項目）毎の対応経験・
リーダーシップの発揮・委譲等の有無とその先について，記述統計を行った．
結果： 189 箇所（40.4％）の保健所長からの有効回答を分析した．保健所長は 1人を除き全員医師で，
所属保健所内医師数は約6割が1人以下だった．半数以上の保健所長がほとんどの業務でリーダーシッ
プを発揮したと回答し，調整業務を除く多くの業務に対応経験があった一方，半数以上の保健所長が
全業務で委譲等も行っていた．委譲等の先は管理業務を除いては多くの業務で専門職の割合が最も高
く，管理業務では事務職の割合が高くなっていた．保健所長の対応経験の割合が低かった業務（調整
業務を除く）は，医師業務の“診察による重症度判定”（12.2％），医学的調整業務の“クラスター対応
における職員等へのメンタルケア”（41.8％），管理業務の“記者会見等メディア対応”（39.2％）であっ
た．“診察による重症度判定”は委譲等の先の割合は医療機関が最も多く，“クラスター対応における
職員等へのメンタルケア”は委譲等の割合自体が医学的調整業務の中で最も低かった．
結論：保健所長は多くのCOVID-19 対応業務にリーダーシップを発揮し，対応を行ったと回答した．
一方，委譲等も多くの保健所長が行っており，保健所長の対応経験が少なかった調整業務や“診察に
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I．緒言

保健所は，地域住民の健康維持・増進を目的とし
て，1937 年に旧保健所法に基づいて設置され，1947 年
改正の新保健所法を経て，現在は 1994 年改正の地域保
健法に基づいて位置づけられている[1]．平時より，結
核・感染症，難病や精神保健福祉，母子・成人保健，環
境・食品衛生等多岐にわたる業務を行っているが，加え
て，有事の際には健康危機管理の拠点として機能する
ことも重要な業務である[1-3]．新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）流行下では保健所は 3年以上にわたり，
平時の業務を縮小・中止しながら，COVID-19 対応業務
を行ってきた[4-6]．その業務内容は，検体採取や搬送，

医療機関・学校・企業等への感染対策の助言や相談対応，
自宅療養中のCOVID-19 陽性者対応，入院調整，住民か
らの相談，新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理
支援システム（Health Center Real-time Information-shar-
ing System on COVID-19：HER-SYS）等を用いた積極的
疫学調査等多岐にわたり，保健所職員の業務は逼迫し，
長時間労働やメンタルヘルスの悪化という課題に繋がっ
た[5,7-10]．その業務軽減のため，厚生労働省は各都道
府県・保健所設置市・特別区の衛生主管部（局）宛に，「保
健所の業務継続のための体制整備について」（令和2年3
月 13 日付け事務連絡）や「保健所の業務継続のための
体制整備について（補足）」（令和2年3月17日付け事務
連絡），「保健所の体制強化のためのチェックリストにつ

よる重症度判定”を中心に，委譲等を最初から行えた業務がある可能性が示唆された．また，職員等
へのメンタルケアやメディア対応等各業務で振り返る必要がある業務がある．本研究が今後の健康危
機管理の対策の一助となることを期待する．

キーワード：保健所長，COVID-19，健康危機管理，地域保健行政，リーダーシップ

Abstract
Objective: During the COVID-19 pandemic, public health centers (PHCs) in Japan played a central role in 
managing health crisis management, engaging in a wide range of responsibilities. It is assumed that PHC 
directors, as organizational leaders, were responsible for organizing, allocating, and executing these tasks. 
This study aimed to examine which types of tasks the directors handled, whether they demonstrated lead-
ership in carrying out the tasks, and which tasks were delegated/contracted/shared (hereafter, “delegated”) 
with which other organizations or professionals.
Methods: A questionnaire survey was conducted between September and November 2022, targeting direc-
tors of all 468 public health centers, in Japan. In addition to the data on characteristics of the directors and 
PHCs, the data on the experience of handling, demonstrating leadership, delegating, and to which organi-
zations or whom those tasks were delegated, for each of the 35 specific COVID-19-related tasks (classified 
into clinical tasks, medical coordination, general coordination, and administrative management) was collect-
ed. Descriptive statistics were used for analysis.
Results: Valid responses were obtained from 189 directors (response rate: 40.4%). All but one respondent 
were physicians, and approximately 60% worked in PHCs one or fewer physicians. Over half of the direc-
tors had handled most tasks except for coordination tasks, demonstrated leadership in those tasks, and del-
egated across all tasks. Most tasks except for administrative management were delegated to professionals, 
while some general coordination tasks and administrative management were delegated to office clerks. The 
task with the lowest handling rate was “assessment of severity for COVID-19 patients” with only 12.2%; 
this task was mainly delegated to medical institutions. Among general coordination tasks, “medical commu-
nication” was the lowest handling rate and mainly delegated to office clerks. Among medical coordination 
tasks, “mental health support for staffs at the public health center” was the lowest handling rate and also 
the low rate of delegation.
Conclusions: PHC directors handled COVID-19-reated tasks with demonstration of leadership, and del-
egated various tasks to other organizations or professionals. It is suggested that general coordination and 
“assessment of severity level” which few directors had handled could have been delegated from the begin-
ning. Some tasks such as stall mental health care and media communication require review. These findings 
can inform preparedness and organizational planning for future public health crises.

keywords: public health center director, COVID-19, crisis management, regional health administration, leadership
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いて」（令和2年4月4日付け事務連絡）を通じて，事務
職員による支援や外部委託可能な業務，また平時の業務
で縮小・延期等が可能と考えられる業務を明確化し，そ
れに基づいて各保健所は業務を整理・遂行したと考えら
れる[11-13]．
これらの保健所業務や保健所という組織全体の指揮を
取る役割を担うのが保健所長である[1,3-4]．米国の危機
管理では，指揮系統の統一と管理を重視したインシデン
ト・コマンド・システム（Incident Command System：
ICS）というシステムが用いられる．ICSは，災害対応
等の緊急時において，複数の組織及び多数の人が関与す
る状況下でも，指揮命令系統を明確化し，役割分担と情
報共有を効率的に行うための標準化された管理体制であ
る．保健所という組織においては，危機管理時には保健
所長にその指揮系統のトップとしての役割が期待される
[10,14-15]．期待される役割として，リーダーシップを
発揮して，COVID-19 対応に係る業務を適切な部署や人
へ配分することや他機関との連携，平時の業務の中止・
縮小・延期等の判断があったと考えられる．しかし，保
健所長がどの程度その役割を果たすことができたかに関
しての知見は乏しい．
本研究の目的は，COVID-19 流行下に保健所長が対応
した業務と各業務の委譲等の状況，そして各業務で保健
所長がリーダーシップを発揮できたかどうかを明らかに
することで，今後の危機管理に向けて保健所や関係機関
等が対策を検討する際の一助とすることである．

II．方法

1．使用データ
本研究では，令和 4年 4月 1日時点の全国保健所 468
箇所（都道府県型保健所 352箇所と市区型保健所 116箇
所）の保健所長を対象に行った質問紙調査のデータを用
いた．なお，調査対象に保健所支所は含んでいない．

2．質問紙調査
質問紙調査は，本研究の説明も記載した調査票（無記

名式）をエクセルファイル形式で添付したメールを，全
国保健所長会の事務局を通じて全保健所長に配信した．
複数箇所の保健所を兼務している保健所長には，保健
所毎の回答を依頼した．調査票回答後，調査票に記載
のURLへのアップロードを行ってもらい調査票の回収を
行った．アップロードがなんらかの理由で困難な場合に
は，調査票に記載の調査票提出専用のメールアドレスに，
調査票を添付し送信してもらった．調査票のメール送受
信を行うのは研究補助員とし，研究補助員が匿名化した
状態の調査票だけを研究員に送ることで，アップロー
ド・メールアドレスへの送付，いずれにおいても無記名
式の調査票であることを担保した．
調査期間は当初，令和4年9月12日から10月7日を予

定していたが，回収率向上のため再度調査への協力依頼

を行い，結果，最終回収日は同年11月8日となった．調
査を行った時期は，COVID-19 第 7 波のピーク（7月下
旬～8月上旬）を過ぎた後である．

3．質問紙調査 調査票の項目
調査票内の質問項目は，複数箇所の保健所へのマネジ
メント支援の経験がある研究者・保健所でのCOVID-19
対応業務の実務経験がある研究者・現役の保健所長の計
4名で構成される研究班のメンバー間で主に討議し，決
定した．討議は令和4年6月～ 7月にweb会議（3回）と
メールで行われた．本研究では，調査票の全項目のうち，
下記項目⑴～⑷を用いた．
なお，調査票内のCOVID-19対応業務（大項目4個（小
項目35個）: 医師業務（小項目8個）・医学的調整業務（小
項目8個）・事務等その他の調整業務（以下，調整業務）
（小項目11個）・管理業務（小項目8個））は，各研究者
の経験等をもとに本研究のために討議し作成したもので
ある[4-6,10]．

⑴　保健所長の所属保健所と保健所長の属性: 所属保健
所（都道府県型保健所・市区型保健所），所属保健所
の保健所管内人口規模（10万人未満・ 10万人以上30
万人未満・ 30 万人以上），所属保健所内の医師数，保
健所長の職種（医師・その他）・行政経験年数・保健
所長経験年数

 　⑵～⑷については，COVID-19 対応業務の小項目毎
（35個）の回答をもとめた．
⑵　保健所長としての対応経験の有無（調査時対応中も
含む）
⑶　他職種・他機関等への委譲/委託/役割分担（委譲
等）の経験の有無，その委譲等の先（専門職・事務職・
本庁又は対策本部・医療機関・その他）．ただし，専
門職・事務職については保健所の所内の専門職・事務
職を含んでいる．
⑷　保健所長として何らかの形でリーダーシップを発揮
したと思うかどうか

4．分析方法
調査票内の本研究への参加同意・不同意の選択欄で
参加同意を選択した回答を有効回答とし，分析を行っ
た．⑵～⑷についてはCOVID-19対応業務の小項目毎（35
個）に算出した．

⑴　保健所長と所属保健所の基本属性については，有効
回答の総数を母数として，項目に該当する割合（n,％）
を算出した．保健所長の行政経験年数と保健所長経験
年数については，各々の平均を標準偏差とともにもと
めた．
⑵　保健所長としての対応経験の有無については，対応
経験あり・なしの該当数及びその割合を，母数を有効
回答総数としてもとめた．
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⑶　⑵で保健所長としての対応経験があった業務の中で，
他職種・他機関等に委譲等をおこなった割合とその委
譲等の先の各割合を，母数を⑵で対応経験ありと回答
した数として算出した．
⑷　保健所長としてリーダーシップを発揮したと回答の
あった割合を，母数を⑵で対応経験ありと回答した数
として算出した．

⑵，⑶の他職種・他機関等に委譲等をおこなった割
合，⑷については，都道府県型保健所・市区型保健所別
に同様の分析を行い，対応経験ありの割合・他職種・他
機関等に委譲等をおこなった割合・保健所長としてリー
ダーシップを発揮したと回答のあった割合の各々につい
て，都道府県型・市区型保健所の 2群間比較をピアソン
のχ²検定（イェーツの補正）を行った．なお，都道府
県型保健所は，都道府県が設置し，管内の市区町村支援
や広域的・専門的業務・健康危機管理を担う一方で，市
区型保健所は，政令指定都市・中核市・その他の政令で
定める市・特別区が運営し，県型保健所の業務に加え保
健センター業務を担うことが多く，より住民に近い組織
となっている[16,17]．

5．解析手法
統計学的有意水準は 5％とし，IBM SPSS Statistics 

version26およびExcel2019を用いて統計処理を行った．

6．倫理的配慮
本調査及び研究は，自治医科大学附属病院医学系倫理

審査委員会の承認を得て実施した（臨大 22-088）．本研
究への協力は自由意思に基づくものであり，不同意でも
不利益は生じないことを書面で説明し，調査票内の参加
同意・不同意の選択欄で同意が確認できたものを有効回
答とした．

III．結果

本調査の対象となった全国保健所 468 箇所のうち，
191 箇所の保健所長より回答が得られた．調査票で本調
査への同意の確認が取れた有効回答数は 189（有効回収
率 40.4％）であり，これらを分析対象とした．

1．保健所長と所属保健所の基本属性（表1）
所属保健所は，有効回答 189 のうち，都道府県型が
126 箇所（66.7％）・市区型保健所が 55 箇所（29.1％），
無回答が 8箇所であった．保健所内医師数は 113 箇所
（59.8％）が 1人以下で最も多かった．複数箇所を兼務
する保健所内医師がいる場合に，週の勤務日数等により
小数点記載をする回答があった．保健所長の属性（無回
答 11箇所）では，職種は1人を除いて全員医師（177人）
で，行政経験年数は平均が約 20 年，保健所長経験年数
は平均約10年であった．

2．COVID-19 対応業務の保健所長としての対応経験の
有無（表2）
保健所長としての対応経験の有無の割合は，

COVID-19 対応業務の大項目（医師業務・医学的調整業
務・調整業務・管理業務）による傾向の違いがあった．
調整業務以外は，多くの項目で保健所長の対応経験あり
の割合が 5割を超えていた．対応経験ありの割合が 5割
未満となったのは，医師業務では“診察による重症度判
定”（12.2％），医学的調整業務では“クラスター対応に
おける職員等へのメンタルケア”（41.8％），管理業務で
は“COVID-19 対応職員・外部人材への研修”（43.4％）
と“記者会見等メディア対応”（39.2％）のみであった．
特に医師業務においては，8項目中 6項目で対応経験あ
りの割合が 7割を超えていた．一方，調整業務は，対応
経験ありの割合が5割未満の項目が11項目中7項目を占
めた．7項目のうち，“議会対応”を除く 6項目は，高齢
者・障害者施設での療養実施のための対応や精神科・一
般病院での入院継続のための対応，COVID-19 診断前の
救急車の搬送先調整といった患者に関わる調整で，最も

n (%)
保健所の概要

所属保健所
都道府県型保健所 126 (66.7)
市区型保健所 55 (29.1)
無回答 8 (4.2)

保健所管内⼈⼝規模
10万⼈未満 52 (27.5)
10万⼈以上30万⼈未満 66 (34.9)
30万⼈以上 68 (36.0)

保健所内医師数
≤ 1⼈ 113 (59.8)
> 1, ≤ 2 ⼈ 49 (25.9)
> 2, ≤ 5⼈ 17 (9.0)
> 5 ⼈ 8 (4.2)

保健所⻑の基本属性
職種

医師 177 (93.7)
その他 1 (1.1)

⾏政経験年数
平均 (標準偏差) 20.6 (11.3)

保健所⻑経験年数
平均 (標準偏差) 10.2 (8.8)

有効回答189のうち、n = 8は所属保健所 (都道府県型, 市
区型)の回答が⽋損していた

調査項⽬
全体 (N = 189)

表1　保健所長と所属保健所の基本属性
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割合が低い項目は高齢者・障害者施設での療養実施のた
めの対応の中の“陽性者家族への蘇生術を行わない（Do 
Not Resuscitate：DNR）等説明”であった（16.9％）．都
道府県型・市区型保健所別でもこれらの傾向は大きく変
わらなかったが，対応経験が 5割未満となった項目のう
ち，“議会対応”と“記者会見等メディア対応”のみ都道府
県型・市区型保健所で有意に割合が異なり，“議会対応” 
は総数・都道府県型保健所・市区型保健所各々の対応割

合が27.0％・ 11.1％・ 65.5％，“記者会見等メディア対応”
は 39.2％・ 28.6％・ 65.5％であった．

3. COID-19 対応業務の委譲等の経験とその委譲等の先
（表 2・ 3）
3.1　委譲等の経験

COVID-19対応業務の全小項目35個で，委譲等の経験
は 5割を超えていた．医師業務では“組織内職員の健康

計‡

ｎ %* ｎ %* ｎ % * ｎ %* ｎ %* ｎ %* N
医師業務 (8項⽬)

112 (77.2 ) 5 (3.4 ) 3 (2.1 ) 8 (5.5  ) 9 (6.2  ) 8 (5.5  ) 145
79 (79.8 ) 0 (0.0 ) 1 (1.0 ) 11 (11.1  ) 3 (3.0  ) 5 (5.1  ) 99
6 (35.3 ) 0 (0.0 ) 0 (0.0 ) 7 (41.2  ) 3 (17.6  ) 1 (5.9  ) 17

106 (85.5 ) 4 (3.2 ) 2 (1.6 ) 1 (0.8  ) 8 (6.5  ) 3 (2.4  ) 124
48 (49.5 ) 2 (2.1 ) 1 (1.0 ) 29 (29.9  ) 9 (9.3  ) 8 (8.2  ) 97

113 (78.5 ) 4 (2.8 ) 4 (2.8 ) 8 (5.6  ) 9 (6.3  ) 6 (4.2  ) 144
106 (79.1 ) 0 (0.0 ) 4 (3.0 ) 7 (5.2  ) 8 (6.0  ) 9 (6.7  ) 134
38 (41.8 ) 39 (42.9 ) 3 (3.3 ) 0 (0.0  ) 6 (6.6  ) 5 (5.5  ) 91

医学的調整業務 (8項⽬)

87 (76.3 ) 1 (0.9 ) 7 (6.1 ) 7 (6.1  ) 8 (7.0  ) 4 (3.5  ) 114
69 (73.4 ) 2 (2.1 ) 7 (7.4 ) 3 (3.2  ) 8 (8.5  ) 5 (5.3  ) 94
71 (73.2 ) 6 (6.2 ) 8 (8.2 ) 2 (2.1  ) 6 (6.2  ) 4 (4.1  ) 97

83 (69.2 ) 1 (0.8 ) 10 (8.3 ) 13 (10.8  ) 6 (5.0  ) 7 (5.8  ) 120
58 (58.6 ) 3 (3.0 ) 24 (24.2 ) 2 (2.0  ) 6 (6.1  ) 6 (6.1  ) 99

99 (86.8 ) 2 (1.8 ) 5 (4.4 ) 0 (0.0  ) 5 (4.4  ) 3 (2.6  ) 114
66 (69.5 ) 0 (0.0 ) 8 (8.4 ) 6 (6.3  ) 8 (8.4  ) 7 (7.4  ) 95
28 (56.0 ) 10 (20.0 ) 2 (4.0 ) 0 (0.0  ) 6 (12.0  ) 4 (8.0  ) 50

調整業務 (11項⽬)
COVID-19診断前の救急⾞の搬送先調整 39 (66.1 ) 2 (3.4 ) 1 (1.7 ) 2 (3.4  ) 9 (15.3  ) 6 (10.2  ) 59

58 (80.6 ) 3 (4.2 ) 0 (0.0 ) 1 (1.4  ) 6 (8.3  ) 4 (5.6  ) 72
19 (73.1 ) 1 (3.8 ) 0 (0.0 ) 1 (3.8  ) 3 (11.5  ) 2 (7.7  ) 26
49 (73.1 ) 1 (1.5 ) 3 (4.5 ) 5 (7.5  ) 5 (7.5  ) 4 (6.0  ) 67

53 (77.9 ) 0 (0.0 ) 2 (2.9 ) 1 (1.5  ) 6 (8.8  ) 6 (8.8  ) 68
38 (67.9 ) 0 (0.0 ) 4 (7.1 ) 2 (3.6  ) 6 (10.7  ) 6 (10.7  ) 56

12 (19.0 ) 25 (39.7 ) 9 (14.3 ) 0 (0.0  ) 6 (9.5  ) 11 (17.5  ) 63
4 (13.8 ) 10 (34.5 ) 7 (24.1 ) 0 (0.0  ) 3 (10.3  ) 5 (17.2  ) 29

56 (58.3 ) 13 (13.5 ) 7 (7.3 ) 2 (2.1  ) 8 (8.3  ) 10 (10.4  ) 96
44 (57.1 ) 10 (13.0 ) 10 (13.0 ) 0 (0.0  ) 6 (7.8  ) 7 (9.1  ) 77
40 (52.6 ) 19 (25.0 ) 7 (9.2 ) 0 (0.0  ) 4 (5.3  ) 6 (7.9  ) 76

管理業務 (8項⽬)
59 (62.1 ) 18 (18.9 ) 0 (0.0 ) 0 (0.0  ) 8 (8.4  ) 10 (10.5  ) 95
29 (33.0 ) 40 (45.5 ) 0 (0.0 ) 0 (0.0  ) 9 (10.2  ) 10 (11.4  ) 88
24 (25.3 ) 46 (48.4 ) 5 (5.3 ) 0 (0.0  ) 11 (11.6  ) 9 (9.5  ) 95
34 (37.0 ) 39 (42.4 ) 3 (3.3 ) 0 (0.0  ) 9 (9.8  ) 7 (7.6  ) 92
42 (66.7 ) 6 (9.5 ) 1 (1.6 ) 0 (0.0  ) 7 (11.1  ) 7 (11.1  ) 63

12 (16.4 ) 45 (61.6 ) 2 (2.7 ) 0 (0.0  ) 9 (12.3  ) 5 (6.8  ) 73

27 (36.5 ) 32 (43.2 ) 2 (2.7 ) 0 (0.0  ) 9 (12.2  ) 4 (5.4  ) 74

7 (15.6 ) 20 (44.4 ) 9 (20.0 ) 0 (0.0  ) 5 (11.1  ) 4 (8.9  ) 45
略語︓DNR, Do Not Resuscitate
* 各々の割合 (%)は、その業務に保健所⻑が対応経験があると回答した N数を⺟数として算出した
†その他には、専⾨職・事務職・本庁⼜は対策本部・医療機関からの重複回答が含まれていた
‡計は、保健所⻑が対応経験があったと回答した数である

介護・福祉施設や学校・企業への感染対策に関わる助⾔・相談対応
医療機関への感染対策に関わる助⾔・相談対応

検体採取及びその関連

COVID-19対応業務
(⼤項⽬4個 (太字)、⼩項⽬35個)

委譲・委託・役割分担先 

専⾨職 事務職
本庁⼜は
対策本部

医療機関 その他† ⽋損

(発⽣届受理後)発症⽇（及び療養解除⽇）の判断
電話による重症度判定
診察による重症度判定
接触者・濃厚接触者の検討・特定

組織内職員の健康管理（管理職としての⽤務も含む）

⾃宅療養中の陽性者への対応
症状悪化時の相談対応

医療（往診等）対応の調整

受診先調整
⼊院調整

⼊院の要否判断
⼊院先の選定・調整

クラスター対応
全体指揮・各種調整
現地での感染対策の指揮
職員等へのメンタルケア

⾼齢者・障害者施設での療養実施のための対応
施設への説明と同意取得
陽性者家族へのDNR等説明

COVID-19以外の症状の相談対応

保健所体制強化のための体制構築の指揮

精神科・⼀般病院での⼊院継続のための対応
病院への説明と同意取得
外部の専⾨的医療⽀援の調整

⾸⻑を含む幹部への報告
議会対応

関係機関との調整
医師会・病院
医師会以外の機関・団体
管内市町村

所内のCOVID-19対応の指揮
通常業務の縮⼩・中⽌等の指揮

対応⽅針や体制等の検討にかかる定期的な所内会議の開催
COVID-19対応職員・外部⼈材への研修
保健所体制強化のための⼈材・物資・予算を確保するための本庁
（⼜は対策本部）や財政部署等庁内各所との調整
対応重点化ための保健所業務⾒直しに関する本庁（⼜は対策本部）
との調整
記者会⾒等メディア対応

表3　保健所長がCOVID-19対応業務を委譲・委託・役割分担した際の委譲等の先
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管理”（58.3％）を除いて，医学的調整業務では“クラスター
対応における職員等へのメンタルケア”（63.3％）を除
いて，7割以上の保健所長に委譲等の経験があった．調
整業務の中で7割を超えた7項目のうち6項目が，2.1で
記述した患者に関わる調整であった．都道府県型・市区
型保健所別分析においても，大きく傾向は変わらなかっ
たが，多くの項目が市区型保健所の方が高い割合となっ
ていた．また，“組織内職員の健康管理”は，市区型保健
所では 75.0％と 7割を超えており，都道府県型が 51.9％
と有意に低くなっていた．

3.2　委譲等の先
委譲等の先は，COVID-19 対応業務の大項目（医師業

務・医学的調整業務・調整業務・管理業務）による傾
向の違いがあった．管理業務以外は専門職の割合が最も
高い項目が多く，特に医学的調整業務では全項目で専
門職の割合が最も高かった．その中で，医師業務の“診
察による重症度判定”は医療機関の割合が最も高く，“組
織内職員の健康管理”は専門職と事務職がほぼ約 4割と
同等に高かった．調整業務では“首長を含む幹部への
報告”と“議会対応”は事務職の割合が最も高かった．一
方，管理業務では多くの項目で事務職の割合が最も高
く，“COVID-19 対応職員・外部人材への研修”と“所内の
COVID-19 対応の指揮”のみ専門職の割合が最も高かっ
た．“記者会見等メディア対応”は事務職が最も多いもの
の（44.4％）も“本庁又は対策本部”も20.0％を占めた．

4．保健所長のリーダーシップ発揮（表2）
COVID-19 対応業務の項目 35 個の多くの項目で，保
健所長がリーダーシップを発揮したと回答した割合が 5
割以上であった．特に，医師業務と管理業務では全項
目が 5割以上であった．リーダーシップを発揮したと回
答した割合が 7割以上であった項目は，医学的調整業
務の“クラスター対応における全体指揮・各種調整”，調
整業務の“医師会・病院との調整”，管理業務の“所内の
COVID-19 対応の指揮”と“通常業務の縮小・中止等の指
揮”であった．最もリーダーシップを発揮したと回答し
た割合が低かった項目は，調整業務の高齢者・障害者
施設での療養実施のための対応の中の“陽性者家族への
DNR等説明”であった（34.4％）．都道府県型・市区型
保健所別分析では，COVID-19 対応業務の多くの項目で，
都道府県型保健所の方がリーダーシップを発揮したと回
答した割合が高かった．しかし，調整業務の“議会対応”
のみ，市区型保健所の割合が有意に高く，都道府県型保
健所（21.4％）・市区型保健所（66.7％）であった．

IV．考察

保健所長を対象に行った本調査では，大項目 4個（医
師業務・医学的調整業務・調整業務・管理業務）から成
る35個のCOVID-19対応業務について，保健所長として

の対応経験の有無，他職種・他機関等への委譲等の経験
とその委譲等の先，そしてリーダーシップを発揮したか
について明らかにした．
保健所長としての対応経験がある割合は，調整業務を
除き多くの項目で 5割を超え，またリーダーシップを発
揮したと回答した割合も多くの項目で 5割を超えていた．
一方で，多くの保健所長が管理業務以外の業務では専門
職に，管理業務では事務職を中心に委譲等を行ってい
た．委譲等の先には保健所内の専門職や事務職も含まれ
ていることを考えると，保健所長は保健所という組織の
リーダーとして，保健所外の機関と連携しながら保健所
職員とともに多岐にわたる業務を担っていたと考えられ
る．保健所が多くの業務を担ったことは結果として，保
健所における業務の逼迫・保健所職員の長時間労働やメ
ンタルヘルスの悪化に繋がった[5,7-10]．一方，諸外国
ではサージキャパシティ（Surge capacity:災害時等，医
療の需要が急増した際に，医療提供体制が通常の水準を
超えて迅速に対応能力を拡張できる力）となる地域のプ
ライマリケア医や医療機関の助けもあり，本邦の保健所
に相当する機関が本邦ほど逼迫しなかった[18,19]．今後
の健康危機管理に備えて保健所が担う業務を軽減するた
めに保健所が担うべき業務と委譲等が可能な業務を再検
討し，委譲等を可能にする体制整備を検討する必要があ
る[19]．体制整備の中には，災害・危機管理時にICS等
の組織マネジメントの手法を用いて組織内での委譲等を
円滑に行えるようにすることも重要である[20]．今回の
COVID-19 流行下に保健所が多岐にわたる多くの業務に
携わることが出来ていた背景には，保健所長がICSを利
用して組織内での業務の委譲等を含んでマネジメントを
円滑に行ったことがあるかもしれず，今後の体制整備に
活かせるよう振り返る必要がある．
業務別にみると，医師業務は多くの項目で 7割以上の
保健所長に対応経験があった一方で，7割以上の保健所
長が専門職を中心に委譲等を多くの項目で行っていた．
まず，多くの項目で保健所長の対応経験があった理由と
しては，医師業務の性質上，医師が行うことが求められ
たことと約 6割の保健所では保健所内医師数が 1人以下
で医師業務に対応できる医師が保健所長のみの保健所が
多かったことが考えられる．次に，多くの保健所長が医
師業務を専門職へ委譲した経験を有していた点について
考察する．本研究と同一の調査を用いた，保健所長が受
けたサポートを明らかにした先行研究では，保健所長が
医師業務に関して受けたサポートは，保健師・看護師等
よりも医師・感染症専門家・他の保健所長からの支援が
多い傾向にあった[21]．委譲先の専門職には医師や保健
師，看護師等が含まれることから，医師業務には医師同
士で支え合って対応することが望ましい業務が多いなが
らも，医師以外の専門職からのサポートを得ながら遂行
できる業務が存在した可能性が示唆される．今後の健康
危機管理に備えて，業務毎に医師のみで担った方が良い
のか，非医師の専門職のサポートを受けながら保健所長
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が担うことができるのかを検討し，保健所長をサポート
する保健所内体制や本庁・外部の人的資源も含めた受援
体制を構築することを平時に構築する必要性がある[4]．
医師業務の中で保健所長としての対応経験が最も低かっ
た“診察による重症度判定”は臨床的側面が強く，本調査
でも医療機関で行うケースが多かった．血液/画像検査
等，保健所では行うことができない検査が多いことも考
えると，今後の災害・危機発生時においても最初から医
療機関やサージキャパシティの専門職が担う方が良いか
もしれない．医師業務の中で委譲等の経験が唯一 7割未
満であった“組織内職員の健康管理”は，専門職と同等に
事務職に委譲等を行っていた．職域の健康管理は労働安
全衛生法で定められる通り，健康診断や労働時間の管
理，ストレスチェックを含むメンタルケア等多岐にわた
り，これらには事務職と産業保健の専門職が関わってい
る[22]．市区型保健所では委譲等の割合が 7割を超えて
いたのに対して，都道府県型保健所でその割合が約 5割
であったことから，都道府県型保健所では本庁内に“組
織内職員の健康管理”が出来る人材がいたのに対し，市
区型保健所では不足していた可能性が考えられる．“組
織内職員の健康管理”は平時より行う業務であり，健康
危機管理の際には業務の逼迫を避けるため，特に市区型
保健所に対して，公的機関等から健康管理に携わること
のできる人材派遣の体制整備を検討する余地があると考
える．
次に，医学的調整業務は，医師業務と同様に多くの項

目で 5割以上の保健所長がリーダーシップを発揮したと
回答し，保健所長としての対応を行っていた一方で，7
割以上の保健所長に専門職を中心に他職種・他機関等へ
の委譲等の経験があった．医学的調整業務は医師業務と
調整業務の両側面をもつことも考えると，医師業務と同
じ課題が背景にあると考えられる．保健所長としての対
応経験が唯一 5割未満であった“クラスター対応におけ
る職員等へのメンタルケア” は，委譲等の割合も医学的
調整業務の中では最も低かった．保健所の業務が逼迫す
る中で，職員等のメンタルケアが後回しになり出来な
かったり，そもそも関心が低かった可能性があり，これ
は先行研究と一致する[23]．COVID-19 流行下の保健所
職員のストレスの増大とメンタルケアの重要性は先行研
究でも指摘されており，今後の健康危機管理の対策とし
て重要な課題である[7,9]．災害等における支援者のメン
タルケアの重要性は既に機関間常設委員会（Inter-Agency 
Standing Committee：IASC）による「災害・紛争等緊急
時における精神保健・心理社会的支援に関するIASCガ
イドライン」にまとめられており，本邦でも東日本大震
災を含んだ自然災害における支援者の中長期的なメンタ
ルケアの重要性は指摘されている[24-28]．災害支援者は
自身も被災者でありながら，急性期を中心に慣れない業
務を含めた仕事量の増加に伴い長時間労働が持続しやす
く，さらにストレス反応が蓄積しても，支援者の中でも
自治体職員が話を聞いてもらう機会が少ない等ストレス

の発散口が乏しく，健康状態が悪化するとされている．
今後の健康危機管理が必要な事態に備えて，保健所職員
のメンタルケアを中長期的にどう行っていくかを検討す
る必要がある．医学的調整業務では，医師業務と同様の
課題に加えて支援者となる職員のメンタルケアを急性期
から継続的に行う仕組みづくりが必要であることが分
かった．
調整業務は，5割以上の保健所長が対応経験をした項
目が少なく，委譲等を行う項目が多かった．特に，“陽
性者家族へのDNR等説明”等の高齢者・障害者施設での
療養実施のための対応や精神科・一般病院での入院継続
のための対応，COVID-19 診断前の救急車の搬送先調整
といった患者に関わる調整の多くの項目では専門職に委
譲等を行う割合が高かった．これは，保健所長ではなく
専門職に含まれる保健師が行っていた実態が推測される．
特にこれらの施設においては，保健師が平時より感染症
等で必要な対応を行っていた背景が考えられる．一方で
本来，陽性者家族へのDNR等説明やCOVID-19 診断前の
救急車の搬送先調整等は保健所の業務ではない．事務職
員による支援や外部委託可能な業務をリスト化した「保
健所の体制強化のためのチェックリスト」は，本調査の
医師・医学的調整業務に該当する項目が大半を占め，調
整業務に該当する項目はほとんどない．健康危機発生時
にどの機関が各調整業務を担うのかの実現可能な体制整
備を考慮した上で，保健所が担う業務かどうかを検討し
なおす必要がある[13]．
患者に関わる調整の委譲等の先は専門職が中心だった
が，“首長を含む幹部への報告”や“議会対応”では事務職
が中心だった．関係機関との調整では，刻一刻と変化す
るCOVID-19 の特性や対応等を公衆衛生の専門家として
知っていることが期待されていたと考えられる．一方，
“首長を含む幹部への報告”や“議会対応”の相手は議員等
の政治家や行政の事務職であり，地方自治法により議会
による首長の活動の適切性等を監視する機能と現状を改
善する立案の 2つの機能を求められる議会の性質と首長
に求められていることを考えると，医学的な知識よりも
法令を根拠に助言することを期待され，事務職が対応を
した可能性がある[29]．特に，“議会対応”では，市区型
保健所の保健所長は対応経験もリーダーシップを発揮し
たと回答した割合も高かったのに対して，都道府県型保
健所の割合は低かったことから，都道府県型保健所では
部局長等の事務職が行ったが，市区型保健所では保健所
長が事務職等の助けを借りながらも“議会対応”を求めら
れたことも考えられる．調整業務では，今後の健康危機
管理に備えて，患者に関わる調整は保健所が行う必要が
あるかを再考し，委譲等が可能な業務をリスト化する必
要性と，議会や首長等への対応や連携の在り方を地域防
災計画や災害医療活動指針等を考慮しながら，各自治体
や所属保健所の種別で検討する必要性がある[30]．
最後に管理業務は多くの項目で保健所長はリーダー
シップを発揮して，対応を行っていたと回答した．特に
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“指揮”を取る必要のあった業務では保健所長がリーダー
シップを発揮したと回答した割合が高く，ICSを利用し
ていたと推測される．委譲等の先は事務職が中心の中，”
所内のCOVID-19対応の指揮”や”COVID-19対応職員・外
部人材への研修”は専門職であったことを考えると，今
後の健康危機管理において管理業務は，保健所長をトッ
プとして，事務職や一部必要に応じて専門職から成る
ICSの体制を構築できる仕組みづくりの検討が必要であ
る．管理業務の中で保健所長としての対応経験の割合が
最も少なかった“記者会見等のメディア対応”は，都道府
県型保健所の割合が少なかったことによるもので，“事
務職”と“本庁又は対策本部”に委譲等を行っていた．都
道府県型保健所では，“記者会見等のメディア対応”は保
健所長ではなく，都道府県庁の事務職や首長が対応する
ことが多く，その時の回答が”事務職”と”本庁又は対策
本部”と記載が分かれた可能性が高いと考えられる．ICS
の中で広報（Public information officer）は，報道機関対
応を行う重要な役割として位置づけられ，その役割には
文書に加えた報道機関向け資料の発信やインターネッ
ト・ソーシャルメディアへの投稿による，正確で入手し
やすく，速やかな情報提供，そして風評対策への関与も
推奨している[20]．従って，指揮命令系統のトップとし
て保健所長がメディア対応にどの程度，どのように関
わっていたかやメディア対応に関する役割分担を振り返
る必要がある．また，今後の健康危機管理対策のために，
保健所長を含んだ職員全体がメディア対応の重要性を理
解し，広報技能向上のための外部機関からの研修も利用
しながらリスク/クライシスコミュニケーションにも通
じる情報発信の在り方を検討することが重要であると考
える[31,32]．管理業務では健康危機管理の際に，保健所
長をトップとして事務職や一部専門職を中心としたICS
が構築できるようにする必要性が示唆され，特にメディ
ア対応の在り方を今後検討する必要があることが分かっ
た．
本研究の限界を挙げる．まず，有効回答の割合が約 4

割であり，回答者のセレクションバイアスがある．本調
査はCOVID-19 第 7 波と第 8波の間であったが，流行の
波は保健所/保健所業務の逼迫を必ずしも反映はしてい
ないことに加え，波の間でも保健所業務が平常化してい
たわけではない．そのため，一部の保健所長は業務の逼
迫等で回答できなかった可能性がある．その状況下で，
オンライン回答より紙媒体による回答を好む保健所長が
いた可能性もあり，回答方法の多様化と利便性の向上を
図ることも重要かもしれない．次に，委譲等の先の専門
職の職種が不明である．例えば，医師に委譲等を行って
いた場合には医師が行う必要性があった業務と推測でき
るが，本調査ではその点は不明である．3つ目に，調査
票内にリーダーシップの定義は行っていないため回答す
る保健所長によりその認識が異なっていた可能性や自己
申告バイアス（Self-report bias），社会的な望ましさバイ
アス（Social desirability bias）が考えられる．また，保

健所長自身がリーダーシップを発揮したと回答していて
も，実際に共に働いた職員から見てリーダーシップを発
揮できていたと感じたかは不明である．最後に，都道府
県型・市区型保健所間で一部対応経験や委譲等の経験，
リーダーシップを発揮したと回答した割合に有意な差を
認めた項目の背景要因として，本研究では行政の構造上
の違いからの考察に留まっている．しかし，都道府県型
保健所と市区型保健所が置かれる地域の医療機関の資源
の多さの違いやその地域における保健所の位置づけの違
い等もあると考えられ，今後の健康危機管理対策の研究
において更なる検討が必要である[17]．
本研究では，保健所長がCOVID-19 流行下に業務を他
職種・他機関等に委譲等を行いながら多くの業務に対応
したが，その中には委譲等を最初から行うことができた
ものが含まれた可能性があることと業務毎に課題がある
ことが分かった．今後の感染症による健康危機管理対策
の保健所と関係機関等とのあり方を検討する際の一助と
なることを期待する．

結語

COVID-19 流行下保健所長はリーダーシップを発揮し
て一部調整業務を除き多くの業務に対応していたが，そ
の中には他職種・他機関等が行うことができた可能性が
ある業務も含まれていた．今後の健康危機管理のために，
最初から委譲等できるものをリスト化することや平時か
らの他職種・他機関等との連携の在り方の検討，業務毎
に存在する課題解決を行う必要性が示唆された．
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